
富山市事業所内こどもの居場所づくり支援事業費補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、富山市社会福祉法人助成条例施行規則（平成１７年富山市規則

第７２号。以下「条例施行規則」という。）第９条及び富山市補助金等交付規則（平

成１７年富山市規則第３６号。以下「規則」という。）第２４条の規定に基づき､富山市

事業所内こどもの居場所づくり支援事業費補助金（以下「補助金」という。）の交付

に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（交付の目的） 

第２条 この補助金は、民間事業者における、従業員のこどもの「居場所の開設」を支

援することにより、保護者が昼間家庭にいない小学生が、学校の長期休暇期間等

に、保護者が勤務する事業所内で安心して過ごすことができる居場所づくりを推

進することを目的とする。 

（補助金の交付） 

第３条 市長は、別表に掲げる居場所の開設に係る補助対象経費に対し、予算の範

囲内において補助金を交付するものとする。 

 （交付対象者） 

第４条 補助金の交付対象者は、富山市内に在る事業所に居場所を開設する法人と

する。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、補助金の交付

対象者とはしない。 

（１） 国及び地方公共団体 

(2) 政治団体 

（３） 宗教団体 

（４） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第２号に規定する暴力団 

(５) 前各号に掲げる者のほか、補助金の目的に照らして適当でないと市長が判断

する者 

 （補助金額等） 

第５条 補助金の交付の対象経費及び補助基準額は、別表に定めるとおりとする。 

2 対象経費の実支出額から寄付金その他の収入額を控除した額と、別表に定める

補助基準額とを比較して少ない方の額とする。この場合において、1,000 円未満

の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。 

 （交付の申請） 

第６条 富山市社会福祉法人助成条例（平成１７年富山市条例第１３５号。以下、「助

成条例」という。）第４条第４号又は規則第４条第１項第４号の市長が必要と認める

書類は、次のとおりとする。 

（１） 補助金所要額調書 



（２） その他参考資料 

 （補助金の交付条件） 

第７条 補助金の交付を決定するにあたっては、助成条例第３条又は規則第６条の規

定により次の条件を付する。 

（１） 補助事業に要する経費の配分又は補助事業の内容を変更する場合において

は、市長の承認を受けること。 

（２） 補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、市長の承認を受けること。 

（３） 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難とな

った場合においては、速やかに市長に報告して、指示を受けること。 

（４） 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産は、補助事業完了後におい

ても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図るこ

と。 

（５） 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、市長の承認を受

けないで補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担

保に供してはならないこと。 

（６） 補助事業に係る予算関係書類及び収支を明らかにした帳簿並びに証拠書類

を整理し、当該補助事業完了の日の属する会計年度の翌会計年度から５年間保

管すること。 

（７） この補助金の交付と補助対象経費を重複して他の補助金等の交付を受けては

ならないこと。 

 （実績報告） 

第８条 補助事業者は、条例施行規則第４条又は規則第１２条の規定による報告をす

るときは、次に定める書類を添えて、市長が別に指定する期日までに提出しなけ

ればならない。 

（１） 精算額調書 

（２） 収支決算書 

（3） 事業の実施状況がわかる写真 

（4） その他参考資料 

 （事業完了後における交付申請） 

第９条 補助金の交付申請は、事業完了後においても行うことができる。この場合に

おいて、条例施行規則第４条の手続き又は規則第１９条の規定により、規則第１２

条の手続きを省略するものとする。 

 （補助金の支払） 

第１０条 市長は、補助金の交付の目的を達成するため必要があると認める場合は、

補助金の概算払をすることができる。 

 （その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が

別に定める。 



附 則 

 この要綱は、令和７年５月１日から施行する。 

 

別表 

事業内容 補助対象経費 補助基準額 

保護者が昼間家庭

にいない小学生が

学校の長期休暇期

間等に、保護者が

勤務する事業所内

で安心して過ごせ

るよう、民間事業者

における「居場所の

開設」に必要となる

改修費等の初度調

弁費用を支援。 

 

・需用費（教材費、図書費、事務用品等（ただ 

し、ゲーム機器、おもちゃ等の娯楽用品は除 

く。）） 

・修繕費（建物の改修・増築等） 

・役務費（通信運搬費等） 

・備品購入費（ＰＣ、冷房器具等（ただし、単価 

30 万円以上の備品を除く）） 

・その他市長が必要と認めた経費（ただし、職 

員の給与等人件費及び活動拠点の家賃等は 

除く） 

 

※居場所の新規立ち上げ時（年度）のみ対象 

とし、当該年度内に支出した経費に限る。 

 

１箇所当たり

２00 千円 

※補助対象経費は、事業の実施に直接必要な経費とし、本事業以外の団体運営費に

係る経費等は対象外とする。 


